書類の提出にあたっての注意事項
１　各書類の提出にあたりましては、＜別紙１＞の提出書類チェック欄を用いて、提出書類の漏れがないようにしてください。
２　原則として財務諸表等電子開示システムにより提出してください。

システム以外の提出は以下のいずれかの方法で提出してください。
（1） メールにより提出する。

（提出先メールアドレス）k-fukushi@city.tondabayashi.lg.jp
（2） 電子媒体（ＣＤ－Ｒ）により提出する。

（3） 紙媒体により郵送または持参により提出する。

３　社会福祉法人調査票について
　　※昨年度までは提出をお願いしておりますが、今年度に限り作成及び提出の必要はありません。
４　その他

最新の定款については、財務諸表等電子開示システムによる公表(財務諸表等電子開示システム操作説明書133ページ参照)または各法人のホームページにおいて公表してください。


社会福祉法人現況報告書等の提出に係る法令等の根拠について

○　社会福祉法

（所轄庁への届出）
第５９条 社会福祉法人は、毎会計年度終了後３月以内に、厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる書類を所轄庁に届け出なければならない。 

一 第４５条の３２第１項に規定する計算書類等 

二 第４５条の３４第２項に規定する財産目録等
（計算書類等の備置き及び閲覧等）

第４５条の３２第１項　社会福祉法人は、計算書類等（各会計年度に係る計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書並びに監査報告をいう。）を定時評議員会の日の２週間前の日から５年間、その主たる事務所に備え置かなければならない。

第４５条の３４第２項　前項各号に掲げる書類（以下この条において「財産目録等」という。）⇒第１項　1.財産目録　2.役員等名簿（理事、監事及び評議員の氏名及び住所を記載した名簿をいう。）　3.報酬等の支給の基準を記載した書類　4.事業の概要その他の厚生労働省令で定める事項を記載した書類⇒社会福祉法施行規則第2条の41（略）
参　考





【　参　考　】








